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Section 1 Introduction and Responsibilities  
Introduction はじめに 

 パース日本人学校（J S P）は、注意義務の一環として、児童・生徒、職員、ボラン

ティア、来校者に安全な 環境を提供することを目指し、学校の安全を確保します。こ

の方針は、学校における重大かつ緊急事態の管理について確認するものであり、「非

政府学校基準」の「基準 7-重大かつ緊急事態」に規定された要件に基づいている。 

 運営組織（JSP 運営理事会）と校長は、児童・生徒の最善の利益のために、重大な緊

急事態を管理する責任を負う。その目的は常に、児童・生徒と職員の心的外傷と苦痛

ならびに施設への損害を最小限に抑え、授業と学習プログラムが維持され、あるいは

可能な限り早く再開されるようにすることである。 

 パース日本人学校は、重大状況や緊急事態に備える計画・管理において、オースト

ラリア当局に準拠した手順を遵守しており、文部科学省および在パース日本国総領事

館の指導の下で運営されている。また、保護者や近隣のシティビーチ小学校を含む学

校コミュニティ全体とも継続的に連携を取り合っている。 

 

Responsibilities 責任 

 The Board 運営理事会の責任 

• 報告義務のある全てのインシデントについては、Reportable Incident Notification 

form「報告義務のあるインシデント通知書」（詳細は下記）を用いて、可能な

限り速やかに、いかなる場合でもインシデント発生から 48 時間以内に、

Director General, Department of Education（教育省事務局長）に通知されるよう

に確認する。 

 

 The Principal 校長の責任： 

• すべての重大な緊急インシデントを運営理事会（JSP Board）に通知する。 

• 「報告義務のあるインシデント」が発生した場合は、報告義務のあるインシデ

ント通知書を通じて、48 時間以内に西オーストラリア州教育省の事務局長に報

告する。  

• インシデントが発生した場合には、児童・生徒や職員への危害や心的負担、な

らびに施設や物品への損害を最小限に抑えるよう適切に対応し、教育活動が維

持または再開できるように努める。その際、影響を受けた生徒または生徒たち

の最善の利益を常に最優先し、財政上・風評上の懸念よりも優先されなければ

ならない。 
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• すべてのインシデントについて確実に記録と報告を行い、該当する場合は、基

準 7.2 に従い Director General, Department of Education（教育省事務局長）への

通知を含む。 

• 学校内外での、以下のような潜在的リスクをすべて特定し、評価する。 

✓ 緊急事態または重大インシデントになる可能性があるもの。 

✓ 学校の運営に影響を及ぼす可能性があるもの。 

• 本校の Risk Management Policy（リスク管理ポリシー）に沿ったリスク管理を実

施し、重大かつ緊急な事態が発生する可能性を最小化または排除する。 

• すべての教職員が、本校の Critical and Emergency Management Policy（危機・緊

急事態管理ポリシー）、Child Protection Policy（児童保護ポリシー）、その他職

員と児童・児童・生徒の安全とウェルビーイングに関連するポリシーと手順

について、十分に指導されていることを確認する。 

• 危機・緊急対応手順および避難訓練の実施を確実に行う。  

• 本校の Critical and Emergency Incidents Management Policy（危機・緊急事態

管理ポリシー）について定期的な検証および見直しを行う。 

 

Section 2 Definitions 
Critical and Emergency Incidents 重大・緊急インシデント 

 The Guide for Registration Standards and Other Requirements for Non-Government Schools 

January 2024（非政府学校の登録基準）によれば、Critical & Emergency incidents（重

大・緊急インシデント）とは、予見可能な事態であり、したがって学校が事前にポリ

シーおよび手順において備えておくべきものであると定義されている。重大・緊急イ

ンシデントの多くは、reportable incidents「報告義務のあるインシデント」と定義する

ものである（Section 3 参照）。一方で、報告すべきインシデントではないが、対応準

備が求められるインシデントの例として、学校や学校関連活動とは無関係な児童・生

徒や職員の突然死などがある。 （ガイド pg. 36） 

Critical Incident 重大インシデント 

 直後もしくは将来的に、心理的に強い衝撃や感情的反応を引き起こす可能性が高

く、個人、集団、学校の通常の機能に、支障をきたす可能性が高い出来事。（AISWA 

pg. 1） 

Disaster 災害 

 突然の事故または自然現象で、大きな損害または、人命の損失をもたらすもの。

（AISWA pg. 1） 
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Emergency 緊急事態 

 緊急事態には 3 つの要素があると考えられる： （a）組織に対する脅威、（b）不意

打ち（突然の発生）であること、（c）即時の判断が必要であること。緊急事態とは、

多くの場合、即刻に対応が必要な事故やインシデントである。(AISWA pg. 1） 

Trauma トラウマ 

 Reportable incident 基準（2）（下記）の目的上、トラウマとは、学校または学校関連

の活動中に受けた心理的外傷や怪我と定義される。 (Guide pg. 36)  

Grooming グルーミング 

 Reportable incident 基準（6）（下記）の目的上、グルーミングとは弱い立場の対象者

に対して、様々な支配的・操作的な手法で信頼関係を築き、性的なまたその他の搾取

や発覚への回避を最終的な目的とした行動と定義される（Guide pg. 36) 

 

Section 3 Reportable Incidents, Non-Reportable Incidents, Reportable 
Conduct 
Reportable Incident 報告義務のあるインシデント 

 重大・緊急インシデントには、「報告義務のあるインシデント」と呼ばれるものが

ある。報告義務のあるインシデントは、運営理事会に報告するだけでなく、教育省

（Department of Education）の事務局長（Director General）にも報告する義務がある。

報告はできるだけ早く、インシデント発生から 48 時間以内に、Reportable Incident 

Notification form（報告義務のあるインシデント通知書）を用いて行う必要がある。 

 基準 7 において、以下のものが報告対象となる。 

1) 学校又は学校関連活動中の児童・生徒、職員、訪問者の死亡、または学校および学

校関連活動中の事件後の死亡。 

2) 学校又は学校関連活動中、あるいは学校または学校関連活動中の事件後、その事件

が重大な影響（significant impact）を及ぼした、又は及ぼす可能性のある場合。児

童・生徒、職員、訪問者に負傷、病気、外傷が実際に生じたり、または起こりうる

可能性がある場合。 

 
 

 
 
 
 
 
 
 

重大な影響のガイドライン （Guide pg. 37 より） 

o 警察、救急車、消防、救急サービス、ワークセーフ、または児童保護などに

通知があるか、または、それらが関与している場合。 

o 実際の傷害、病気、または外傷に関して、その時点での明らかな医学的経過

として長期的な身体的または心理的障害をもたらす可能性が高い場合。 

o 学校の通常の運営または活動が著しく中断または停止した場合。 

o 学校は、将来のリスクを軽減するための見直しや緊急処置を開始した場合。 
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3) 児童・生徒が適切な許可なしに学校又は学校関連の活動中に連れ去られたり、連

れ去られたと思われるたりした場合、および行方不明となった場合に、警察やその

他の緊急対応が必要となった場合。 

4) 健康上又は安全上の理由から学校のロックダウン（施錠）、職員および児童・生徒

の避難、児童・生徒数または職員数の出席数の低下、または任意の期間にわたる休

校を必要とする場合。 

5) 以下の場合によって、児童虐待（性的虐待を含むがこれに限定されない）の苦情ま

たは申し立てを受理した場合： 

o 虐待が職員または他の児童・生徒による虐待。  

o 学校の敷地内または学校関連の活動中に他の人物による虐待。 

o 現在、または過去に発生した疑いがある虐待。 

6) グルーミング行為が疑われる Staff Code of Conduct （職員行動規範）に違反した職

員に対した職員が、以下の措置を受けた場合。 

◦正式な警告  ◦停職処分  ◦解雇処分 

「報告義務のあるインシデント」フローチャート 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 報告義務のあるインシデントは、通常、児童・生徒や職員の安全や健康に重大かつ

影響を及ぼし、他のインシデントと比較して、学校や学校コミュニティ、または学校

教育部門全体にとって、より高いレベルの社会的関心を集める可能性がある。  

 「報告義務のあるインシデント」の報告を受け取ったら、Department of Education

（教育省事務局長）は、そのインシデントに対する学校の対応について、さらなる情

報や説明を求めることがある。子どもの安全とウェルビーイングに関する情報は、WA

州警察および Department of Communities（コミュニティ局）と情報共有協定を結んで

いるため、Teacher Registration Board of Western Australia （TRB 教員登録局）と共有さ

れることもある。  

 インシデントが報告義務基準に該当するかどうか判断に迷う場合は、以下の方法で

教育省に助言を得るため問い合わせることができる。電話（9441 1900） 又電子メール

（NGSRegulation.criticalincidents@education.wa.edu.au）  

校長にインシデントを報告する 

校長が運営理事会（ 理事長）に報告する  

校長が 48 時間以内に Director General, Department of Education

（教育省事務局長）に報告する 

mailto:NGSRegulation.criticalincidents@education.wa.edu.au
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Non-reportable Incidents 教育省に報告義務のないインシデント 

 すべての重大かつ緊急インシデントが教育省（Director General）への報告を義務付

けられているわけではない。例えば、学校として対応義務は必要なものの、報告義務

のないインシデントには、校内や学校関連の活動とは関係のない場所で児童・生徒や

職員が突然死亡した場合などが含まれる。報告義務のないインシデントの報告に関す

る詳細は、Section 4 Critical & Emergency Incident Management Plan – Reporting「重大・緊

急インシデント管理、報告」を参照（pg.8）。 

  すべてのインシデントや緊急事態を適切に記録することが重要である。状況によっ

ては、当初は報告義務のないインシデントや緊急事態が、後に「報告義務のあるイン

シデント」と判断される可能性もある。 

Reportable Conduct レポータブル（報告義務ある）行為 

 2023 年 1 月より、西オーストラリア州に「Reportable Conduct Scheme 報告義務制

度」が設立された。この制度は、児童の世話、監督、または権限を行使する立場にあ

る組織の代表者に対し、職員による児童虐待の申し立て、または有罪判決があった場

合、それをオンブズマンに通知し、その後これらの申し立てを調査することを義務付

けるものである。オンブズマンはこれらの調査を監視、監督、審査する役割を担う。

本校にもこの制度における報告義務がある。オンブズマンへの通報は、申し立てがあ

った日から 7 日以内に行わなければならない。 

 本校がオンブズマンに報告する必要がある事柄は、ほとんどが「報告義務のあるイ

ンシデント」（reportable incident）にも該当すると予想される。Guide to the 

registration standards and other requirements for non-government schools の基準７に基づく

報告が必要な場合は、学校は「報告義務のあるインシデント」の手続き（上記）に従

って対応する。すなわち、Reportable Incident Notification form（報告義務インシデント

報告書」を使用しての報告も必要となる。又、校長を通じて運営理事会に報告する

か、校長が報告の対象である場合は、直接運営理事会に報告する必要がある。職員が

匿名で運営理事会に報告する場合は、理事会のメールを使用して報告することができ

る。メール：jsp.unei.suggestion@gmail.com。 

 

Section 4 Critical & Emergency Incident Management Plan 
危機・緊急事態管理計画 

 本校は、継続的にリスクを監視し、特定されたリスク、重大インシデント、緊急事

態が発生した場合の対応を計画してる。以下のフローチャートは、学校の危機・緊急

事態管理計画の概要を示す。 

mailto:jsp.unei.suggestion@gmail.com
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Risk Assessment リスク特定・評価 

 JSP Risk Management Policy（リスク管理ポリシー）に記載されているように、本校は

継続的にリスクを監視する。活動のリスク評価と管理方法の詳細は、JSP Excursions, 

Incursions and Camps Policy に記載されている。 

Prevention 予防 

 本校は緊急事態の発生を緩和又は防止するための学校のポリシーを定めている。特

に重大状況や緊急事態の予防に関連するポリシーには、Child Protection Policy（児童保

護）、Staff Code of Conduct（職員の行動規範）、Excursions, Incursions and Camps Policy

（遠足、学外活動、キャンプに関するポリシー）などがある。本校はまた、児童・児

童・生徒と職員の身体的だけでなく精神的な健康を維持することの重要性を認識し、
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これを強化するための手順を実施し、オープンなコミュニケーションを奨励してい

る。 

Preparedness 備え 

 重大や緊急事態への備えには以下が含まれる。 

• 全ての職員とボランティアが、安全に関連するポリシーと手順について訓練を

受け、熟知していることを確認する。 

• 全ての職員とボランティアが、全部屋の壁に掲示されている避難図を熟知して

いることを確認する。  

• 定期的な緊急避難訓練の実施と訓練の効果の検証。  

• 校内の設備を定期的に安全にチェックする。これらのチェックは文書化され、

ドア、照明、コンセント、窓、天井、壁、児童・生徒が使用する部屋のすべて

の設備を含む。 

Response 対応 

 セクション６では、避難（evacuation）、ロックダウン（lockdown）、火災

（fire）、地震（earthquake）、洪水（flood）、化学物質汚染（chemical 

contamination）、サイバー攻撃（cyberattack）など、特定の緊急事態に対する対応手

順を概説している。どのような事態に対しても、常に児童・児童・生徒の安全、健

康、ウェルビーイングを最優先して対応しなければなない。 

Recovery 復旧 

 緊急事態が終息し、安全が宣言されたら、できるだけ早く通常の学校運営を再開す

ることが重要である。緊急事態の状況や性質により、数時間から数カ月かかる場合も

ある。付録 3 のチェックリストには、復旧のための考慮事項が記載されている。 

Reporting 報告 

• インシデントに直接関与した職員は、校長にインシデントを報告し、記録する

ことが義務付けられている。インシデントの記録には、インシデントの詳細、

学校の対応、結果、その後の措置、インシデントの管理に関する学校の見直し

についても触れなければならない。 

• 校長は、すべての重大・緊急インシデントを JSP 運営理事会に報告することが

義務付けられている。 

• 校長からの報告が報告義務のあるインシデントに関するものである場合、理事

会の議事録には、教育省（Director General）に通知された日付、運営理事会に

通知された日付、および校長がインシデント発生中に不在であった場合は校長

に通知された日付も記載される。 



 

10 
 

学校は、1）「報告義務のあるインシデント」を含む「重大インシデント・緊急インシ

デント登録簿」、2）報告義務のないインシデントを含む「インシデント登録簿」を管

理する。 

Review 見直し 

 学校の危機・緊急事態管理計画は、事件や訓練からのフィードバックを取り入れ、

新たな緊急事態のニーズに対応するため、定期的に見直される必要がある。 

 

Section 5 Communication 
コミュニケーション 

 緊急事態における学校内および保護者、より広い学校コミュニティとのコミュニケ

ーションは、簡潔かつ明瞭でなければならない。重大または緊急事態に関するすべて

の連絡は、校長または理事長が行う。 

• 何かが起こったこと、そしてその状況を調査していることを認識するだけでも、す

ぐに伝える。  

• 適宜更新する。全体像が明確でない場合でも、最新状態を積極的かつ早期に共有す

る。状況説明から始め、措置や最新情報をできるだけ早く、頻繁に提供する。 

• 信頼を維持するために、すべてのコミュニケーションにおいてオープン（全ての話

し合内容を公開し）で透明性を保つ。事実に基づき、何が起こったか、学校はどの

ような措置をとったか、とる予定であるか、重要なポイントを列挙する。  

• 緊急事態発生時のコミュニケーションに関する詳細は、AISWA ガイドラインの

「コミュニケーションとメディア」を参照すること。 

Communication flowchart 伝達フローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校内、職員 

（対面、LINEWORKS、e メール） 

保護者 

（電話, スクールストリーム、e メール、 緊急性次第） 

児童・児童・生徒 

（対面） 

より広いコミュニティ 

（JSP ホームページ、メデイア） 
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Section 6 Procedures for Specific Emergencies  

特定の緊急事態の手順 

 すべての緊急事態の手続きは、校長、または校長が緊急事態発生時に現場にいない

場合は校長代理が指示する。本校はシティービーチ小学校（CBPS）と校地を共有して

いるため、シティービーチ小学校には緊急事態が発生したことを直ちに連絡する必要

がある。本校では毎年、数回緊急時対応訓練を行なっており、両校合同で行う事もあ

る。 

 以下に特定の緊急事態が発生した場合の手順を示す。 

• 避難   

• ロックダウン  

• 火事 

• 地震  

• 洪水  

• 化学物質による汚染 

• サイバー攻撃 

Evacuation 避難 

 避難が必要な状況としては、火災、爆発予告、地震（地震の手順については、後述

の手順を参照してください）などが考えられる。  

 

 避難が必要な緊急事態を確認した職員は、直ちに校長または JSP 事務に知らせる。 

校長は次のことを行う 

• PA で「緊急事態発生」と 3 回放送する。  

• 避難サイレンを鳴らす。（継続している長いサイレン） 

• 「000」をダイヤルし、救急隊に通報し救助を要請する。  

• シティービーチ小学校に連絡する。  

PA アナウンスを聞いたり、煙や火災を発見したら、以下の指示に従ってください： 

頭字語(R.A.C.E)を初動対応のガイドとして使用すること： 

• 児童・生徒や職員を緊急の危険から安全な場所に避難させる。  

• 緊急事態の性質と場所を告げ、すぐ近くにいる人に注意を促し、9285 

2758（JSP）または 9237 7400（CBPS）に通報する。  

• ドアや窓を閉めて、火災や煙を閉じ込める。ドアの鍵は必ず開けておく

こと。 

• 集合場所に避難し、点呼を行う。  
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• 集合場所に移動する途中に、トイレ、職員室、アンダーカバーエリアを確認

し、全員が避難したことを確認する。   

• 全児童・生徒、職員、来訪者に落ち着いて行動するよう促す。 

 教師は次のことを行う：  

• 最も近い安全な避難経路から児童・生徒を避難させる。（各教室にある壁の避

難図を参照）避難の際はドアを閉めること。教師は、主要ルートが安全でない

場合の代替ルートを知っておくこと。 

• 児童・生徒または障がいのある者の避難を補助し、別の人が付き添うようにす

る。  

• 落ち着いて整然と児童・生徒を集合場所に誘導する。 

 緊急担当者は次のことを行う：  

• 集合場所に入ったら点呼を行う。  

• 児童・生徒が行方不明の場合、役員は児童・生徒を捜索する大人を指名する。 

 児童・生徒およびその他の者は次のことを行う： 

• 校長および／または教師の指示に従う。  

• 静かに落ち着いて、直接集合場所に向かう。  

• 行方不明者がいることに気づいたら、すぐに教師に報告すること。 

 全員避難 

• オールクリア（全員避難）の合図があるまで、すべての人は集合場所にいてく

ださい。 オールクリア（全員避難）の通知は、校長または緊急スタッフによっ

て行われます。 

Lockdown ロックダウン 

 ロックダウンは、建物内に差し迫った脅威があり、避難が不可能な場合に、児童・

生徒、職員、その他の居住者を保護するために行われる。ロックダウンの理由として

は、悪天候や侵入者の脅威などが考えられる。 
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 ロックダウンを必要とする緊急事態の可能性を察知した職員は、直ちに校長または

管理職に知らせる。 

 校長は次のことを行います： 

• PA で「Protect in place」と 3 回アナウンスする。ロックダウンアラームを鳴ら

す 

• 000 をダイヤルして警察に通報し、支援を要請する。  

• 到着次第、救急隊に業務を引き継ぐ。  

• 状況が落ち着いたら、「オールクリア」のアナウンスをする。  

• 適切なタイミングで、警察と連携し、必要に応じて保護者に通知する。  

 教師やその他のスタッフは次のことを行うべきである：  

• すべての児童・生徒が最も近い安全な部屋に移動し、ドアと窓に鍵をかける。  

• 学校の全児童・生徒が部屋や建物の中にいる場合、外部の建物のドアが施錠さ

れていることを確認する（教師は低学年教室／職員室の 2 つの入り口を施錠

し、事務長は事務棟の正面と裏側の入り口を施錠する）。  

• 教室にいる場合は、ドアと窓を施錠し、ブラインドを下ろし、全員が教室にい

るようにする。全員が窓やドアから離れ、地面の近くにいることを確認する。   

• 授業外（休み時間、昼食時、体育の時間）の場合は、教師が児童・生徒を近く

の安全な部屋まで誘導する。移動は整然と行う。 

• 安全であれば、トイレや屋外をチェックし、まだ安全な部屋にいない児童・生

徒を近くの安全な部屋に案内する。  

PA アナウンスが聞こえたら、以下の指示に従ってください：  

• いかなる状況においても、職員は自らを危険にさらしてはならない。  

• 警報を発する。安全であれば 9285 2758（JSP）または 9237 7400（CBPS）をダイヤ

ルし、緊急事態の内容と場所を伝える。  

• 屋外の場合は、最も近い安全な部屋に移動する。  

• 建物内に留まり、ドアに鍵をかけ、ブラインドを閉め、照明を消し、窓の高さより

低い位置に座る。  

• すべての携帯電話や iPad の電源を切る必要があることを児童・生徒に伝える。 

• 児童・生徒をいかなる時も放置してはならない。  

• 校長から「オールクリア」の指示があるまで、職員と児童・生徒はロックダウンの

状態で待機し、ロックダウンの手順に従うこと。 
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• 全員がその場に留まり、校長が「オールクリア」の指示を出すまで、移動した

り部屋を出たりしないようにする。 

 オールクリア 

すべての人は、「オールクリア」の指示があるまで、窓やドアから離れた場所

で待機すること。オールクリア」の通知は、校長または緊急担当者が行う。 

Fire 火災 

• 警報を発する。 

• 校長または管理職に通報する。 

• 火災現場付近から全員を避難させる。  

• 安全な場合に限り、既存の設備を使用して消火活動を行う。 

• 避難が必要な場合は、学校の避難手順（詳細は上記）に従い行動する 。 

• 全職員、児童・生徒、来訪者を落ち着いて整然と避難させる。  

• 学年ごとに児童・生徒を集め、点呼を行う。 

• オールクリアが確認されるか、指示があるまで児童・生徒と一緒にいる。 

Earthquake 地震 

 JSP での地震対策は、日本の地震対策と同じである。日本では地震がオーストラリア

よりはるかに多いため、日本のすべての学校で地震訓練が義務付けられている。本校

では、日本に帰国する児童・生徒が地震に備えることを主な目的として訓練を実施し

ている。  

 手順： 

 地震が発生した場合、冷静さを保ち、スタッフ、児童・生徒、訪問者を安心させ

る。 

 屋内にいる場合 

• 屋内にとどまり、テーブルや机の下、丈夫な構造のドア枠の下などに避難す

る。 

• 避難経路が安全であることを確認する。 

• 安全であり、校長の指示がある場合は、避難手順を継続する。避難経路が塞が

れていたり、安全でない場合は、避難経路の迂回が必要な場合がある。 

• 倒壊の恐れがある窓やその他の備品から離れる。  

• 特別な支援が必要な児童・生徒には個別に支援する。 

• 安全であれば、電気、ガス、水道を止める。 

 屋外の場合 

• 建物、木、電柱から離れる。 
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• 安全であれば、指定された集合場所に避難する。 

 地震発生後 

• 集合場所で学級名簿と照合し、出欠を確認する。 

• 救急隊と連絡をとる。 

 オールクリア 

 「オールクリア」の指示があるまで、すべての人はその場にとどまること。 「オー

ルクリア」の通知は、校長または緊急スタッフが行う。 

Flooding 洪水 

 洪水が切迫している場合、校長はできるだけ早く地元の州緊急サービに連絡し、対

応を仰ぐ。 

• 学校に児童・生徒がいる場合は児童・生徒およびその他すべての人が最も高い

避難場所にいるようにする。  

• 可能であれば、高価な備品や記録は、洪水が迫っている場所から離れた場所に

移す。  

• 安全な場合は、電気系統の危険がないことを確認する（例えば、電源を遮断す

る）。 

• 保護されるか、移動しても安全であるとの指示があるまでは、安全な場所にと

どまる。 

• 誰も洪水の中に入らないようにする。 

Chemical contamination 化学物質汚染 

 化学物質の流出またはその他の化学物質による汚染が発生した場合、その時点の状

況に応じて直ちに対応しなければならない。 

• 流出した化学物質が屋内にあり、安全的でリスクがある場合、直ちにその部屋

から避難する。流出した場所から離れた安全な場所に移動する。 

• 部屋から出たら、すべてのドアを閉め、可能であれば当該部屋への電力供給を

遮断する。 

• 校長の手に負えず、対処できない場合は、緊急サービス（000）に連絡する。 

Cyber Attack サイバー攻撃 

 職員が学校のコンピューターやデバイスにサイバー攻撃を受けたと疑った場合、以

下のことを行う必要がある：  

• 直ちに IT 担当者または JSP 事務に報告し、モデムの接続を解除してもらう。 

• 校長に知らせる。  

• IT 管理者に連絡し、詳細を知らせる。 
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Other その他  

 ２０２５年度「危機管理メニュアル」には、その他の様々な緊急事態を想定した包

括的なチェックリストが掲載されている。このマニュアルは、毎年 4 月の年度開始前

に見直される。 

 

Related Policies 
JSP Child Protection Policy 
JSP Excursions, Incursions and camps Policy 
JSP Risk Management Policy  
JSP Staff Code of Conduct 
JSP Workplace Health & Safety Policy 
 

Resources  

Department of Education, Guide to Registrations Standards and Other Requirements for Non-
Government Schools, January 2024 

AISWA Critical & Emergency Incidents’ Management – Policies and Procedures for Schools, 
2022 

Reportable incident notification form: 
This form can be downloaded via the ‘Ongoing obligations’ page of the Department of 
Education website: 
https://www.education.wa.edu.au/ongoing-obligations 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

https://www.education.wa.edu.au/ongoing-obligations


 

17 
 

Appendix 1 
Emergency Contact Phone Numbers 

 

Emergency Services and Community Contact Phone Numbers 

 
Japan-related Contact Phone Numbers 

 
School Contacts 

 
 

Agency Phone Number 

WA Police 

Life-threatening or time critical emergency 000 

Non-life threatening incident requiring Police response 131 444 

Local Police Station (Wembley)  (08) 9214 7100 

Ambulance 000 

Fire and Emergency Services Authority 000 

State Emergency Service 132 500 

Hospitals: 
Perth Children’s Hospital  
Sir Charles Gairdner Hospital  

 
(08) 6456 2222 
(08) 6457 3333 

Poisons Information Centre 131 126 

Gas  131 352 

Electricity  131 351 

Water Corporation 131 375 

Health Direct 1800 022 222 

Town of Cambridge (local government) (08) 9347 6000 

Environment WAtch Hotline (pollution, illegal dumping) 1300 784 782 

Agency Phone Number 

MEXT Education Division  0011-81-3-5253-4111 

Japanese Overseas Educational Services (JOES) (Assistance Team) 0011-81-3-4330-1341 
 

Consulate-General of Japan in Perth (08) 9480 1800 

Name                    Contact 

JSP Principal: Toshiaki Ito 0431 895 612  

JSP Board jsp.unei.suggestion@gmail.com 

JSP PTA Head perth.jsp.pta@gmail.com 

City Beach Primary School  08 9237 7400 

Education Security 08 9264 4771/9264 4632 

IT Security  08 6208 6510 
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Appendix 2 
Additional Information on ‘Best interests of Students’ 

「学生の最善の利益」に関する追加情報 

 

 国連・子どもの権利委員会は、児童・生徒の最善の利益を効果的に評価する方法に

ついて、以下の指針を示している。 

• 児童・生徒の成長を考慮しながら、その意見を尊重し、適切な対応を計画する

ために保護者を関与させる。  

• 児童・生徒の基本的なニーズが、その児童・生徒のアイデンティティ、性格、

および公にされている情報に合 わせて考慮されていること。 

• 健康、安全、教育に関する児童・生徒の権利の維持または回復を優先させる 

• 児童・生徒のウェルビーイングと健全な発達を促進する [国連子どもの権利委

員会、一般的意見第 14 号（2013 年）。 

 個々の児童・生徒の最善の利益は、その児童・生徒特有のニーズや文化的、宗教

的、その他のアイデンティティによって異なる。学校は、各児童・生徒のニーズとア

イデンティティを知り、理解し、重大事件の影響を受けた児童・生徒の最善の利益が

特定され、優先されるよう、児童・生徒と相談する適切な努力をすべきである。 

 事件が複数の児童・生徒に影響を及ぼす場合、特に事件直後は、個々の児童・生徒

の最善の利益を評価することが不可能な場合がある。学校は、このような事件の後、

特別な対応を必要とする可能性のある児童・生徒のニーズに注意を払うべきである。 

Reference: The Guide to Registrations Standards and Other Requirements, January 2024, pg. 37. 
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Appendix 3 - Considerations for recovery from an incident 

事故からの復旧に関する考慮事項 

緊急事態が終息し、現場の安全が宣言されたら、できるだけ早く通常の学校運営を再

開すべきである。緊急事態の状況に応じて、以下の対応を検討する。 

 必要な場合は、報告可能なインシデント通知書を通じて、教育省事務局長に確実に通知する。 

 インシデント発生後、可能な限り速やかにスタッフへのブリーフィングを行う。 

 弱者や最も影響を受けた教職員や学生を特定し、より専門的な個人支援を提供する。 

 児童・生徒、職員、保護者に対し、通常の回復のサイクルや、サポートやアドバイスを提

供する。また特別なサポートが必要な場合もある。 

 家族や関係者と連絡を取り、お見舞い（お悔やみ）の気持ちを伝えたり、児童・生徒や教

職員の私物の引き取りを手配したり、継続的な支援における学校の役割について話し合ったり

する。 

 適宜、職員、保護者、児童・生徒へ情報を更新する。 噂のコントロール。 

 伝染効果を含む自殺に対する特別な配慮。  

 文化的な配慮 

 死亡通知 

 追悼式 

 家族の希望に配慮した葬儀への参列 

 児童・生徒と職員への継続的な支援 

 不在の職員への通知 

 教育課程の内容に配慮するよう教員に注意喚起 

 文書の管理 

 被害を受けた、または被害を受けやすい他の学校との継続的な連絡 

 元児童・生徒への配慮 

 訪問者（例：最も被害を受けた地域の人々）との面会プロセス。 

 省庁間連絡 

 学校心理支援担当者／サービス（AISWA）との連携 

 保護者などに伝えるべき情報について職員に指示 

 対応と継続的なニーズを確認 

 学校を支援してくれた人々への謝意 

 学校の記録／メーリングリストの確認 

 業務報告会 

 査問／法廷の日程（関係スタッフのサポートを手配） 

 重大事態および緊急事態管理計画の見直しと修正 

 記念日の日程 


